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安全で豊かな社会を目指す台風制御研究 

研究開発項目 

１．気象学的アプローチ 

２０２５年度までの進捗状況 

１．概要 

台風の内部構造を詳細に表現する高精度数値予測モデル

を開発し、それを利用して有効な台風制御が可能な手法を

数値的に提示します。人為的介入手法として、シーディン

グ法等が考えられますが、小さい外力で台風強度に大きな

変化を生む手法や、持続的な弱い介入によって台風に変化

を与える手法を定量的に解明します。航空機からのシーデ

ィングを想定し、対流雲における雲物理の詳細を調べる室

内実験を実施します。また、台風制御の実施にあたっては、

災害をもたらす可能性がある事例を事前に予測して選択し、

人為的な介入の影響を判定できる程度まで予測精度を高め

ます。このため、高解像度モデルによるデータ同化システ

ムに観測データを同化し、台風の進路・強度・内部構造の

高精度な再現と予測の改善を行います。 

２．これまでの主な成果 

 2025 年度は、数値シミュレーション上でシーディング法

を中心に、人為的介入が可能な効率的な手法を探求しまし

た。図 1 は、2018 年台風第 21 号（Jebi）を対象として、

全球非静力学モデル NICAM（14 km 解像度）を用いた「凝結

核シーディング」による介入実験を実施した結果です。台

風発生前および発生時の異なるタイミングで、上空6–8 km、

高度半径 50 km の領域に対して 24 時間にわたり雲粒数を

増加させ、その影響を調べました。その結果、台風発生前

に介入を行った場合には、台風の進路や強度に大きな変化

が生じうる可能性が示されました。これは、台風がまだ発

達初期段階にある際には、雲微物理過程のわずかな変化が、

その後の対流組織化や循環形成に大きな影響を与えるため

と考えられます。一方で、台風が十分に発達した後では、

非常に大量のシーディングを行った場合でも進路変化はほ

とんど生じず、成熟した台風の構造が外部からの微小な摂

動に対して比較的安定であることが示唆されました。 

本結果は、台風発生前の雲微物理過程への介入が、将来

的な台風進路や強度に非線形かつ増幅的な影響を与えうる

ことを示唆しています。同時に、介入タイミングが極めて

重要であり、発達初期段階には特に高い感度を持つ可能性

があることが明らかになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1． 2018 年台風第 21号 Jebi を対象としたシーディング実験に

おける台風経路の変化。左：台風発生時にシーディング、右：台風

発生2日前にシーディングを与えた実験。色は台風の強度に対応、

等値線は地上気圧、ベクトルは風速。 

 図 2 は、理想化台風を対象として、過冷却水滴凍結シー

ディング実験の結果を示します。実験には雲解像モデル

CReSS（2 km 解像度）を用い、台風内部に存在する過冷却

水滴に対して人工的に凍結を誘発する介入を与え、その影

響を調べました。具体的には、半径 50 km 程度の領域にお

いて過冷却水滴の強制凍結を行っており、これはヨウ化銀

散布量に換算すると約 10 トン規模に相当する条件です。 

その結果、介入後には台風の最大風速が最大で約 10 m/s

低下し、中心気圧も最大で約 40 hPa 上昇するなど、一時的

に減勢することが確認されました。これは、過冷却水滴の

凍結によって潜熱放出や降水形成過程が変化し、台風内部

の対流構造や眼壁循環に影響を与えたためと考えられます。

本結果は、台風強度が雲微物理過程、とりわけ氷相過程に

対して一定の感度を有する可能性を示すもので、効率的な

手法の一つの候補となりうると理解されます。 

さらに、シーディングによる雲物理過程を詳細に表現可

能な NHM-CHEM（3 km 解像度）を用いた実験を実施しまし

た。2019 年台風第 19 号を対象とした実験において、硫酸

塩エアロゾルを人工的に散布することで、台風強度に与え

る影響を調べました。散布量は数十トン規模であり、現実

的に想定可能な介入条件を意識した設定としました。その

結果、散布条件によっては中心気圧が最大で約 4.5 hPa 上

昇し、台風強度に有意な変化が生じることが確認されまし

た。特に、北東象限への介入や、散布半径を変化させた場

合に応答特性が異なり、台風が比較的小規模な外部摂動に

対して高い感度を持つ可能性が示されました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2. 理想化台風を対象とし過冷却水滴の凍結を誘発させるシー

ディング実験。左：台風内に誘発された凍結粒子の水平分布、右：

台風の気圧、最大風速の時間変化：縦線の時点で介入を実施。シー

ディング無の実験（黒）に対して、シーディングを与えた実験で

は、一時的な減勢がみられます。 

３．今後の展開 

 プロジェクト 4 年目の 2025 年度は、シーディング法を

中心に人為的介入が可能な効率的な手法を探求しました。

今後は、数値シミュレーション実験を進め、台風の全体的

または局所的被害を軽減させるための介入手法を定量化し

ます。数値実験・航空機観測・室内実験・工学手法を統合

し、減災に着目した台風制御の実現可能性評価を進めます。

また、人間が実施可能な小規模介入による台風応答メカニ

ズムを解明し、屋外実験に向けた基盤構築を進めます。 
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安全で豊かな社会を目指す台風制御研究 

研究開発項目 

２．工学的アプローチ 

２０２５年度までの進捗状況 

１．概要 

気象学的アプローチによって、気象モデルを活用した台

風制御のための効果的な介入方法が研究されています。し

かしながら、想定している台風介入方法が現実的に可能か

どうかを判断するためには、具体的な介入装置に関する検

討を同時に実施する必要があります。また、影響評価チー

ムが台風制御によって削減できる被害額を算定しています

が、実際に制御するかどうかを判断するためには、台風へ

の介入を実施するための費用の算定や実施可能性を検討す

る必要があります。工学的アプローチは、上記の課題に取

り組むための研究を実施しています。 

２．これまでの主な成果 

気象学的アプローチの研究において、台風への有望な介

入手段の一つとしてクラウドシーディングが挙げられてい

ます。2025 年度からは、この手法を現実に実施するための

工学的検討として、主に船舶および航空機を用いた介入手

段についての検討を中心に行っています。 

まず、台風下層においてクラウドシーディング等の介入

を実施するための海上プラットフォームとして、船舶の活

用に関する検討を行いました。横浜国立大学の大型実験水

槽を用いた模型実験（図 1）および数値解析により、強風・

高波条件下における船舶運動を評価し、荒天環境下におけ

るオペレーション成立性について検討しました。その結果、

台風環境下においても一定条件のもとで船舶運用が可能で

あることを示すとともに、船底の付加装置が動揺特性に与

える影響について検討し、運用安定性向上に関する知見を

得ています（図 2）。また、過去の台風進路履歴データを活

用し、船舶による台風介入の可能性を評価するシミュレー

タを開発しました。これにより、台風の進路や移動速度に

応じて、どの程度介入が可能であるかを定量的に把握する

ことが可能となっています。台風の移動に追従した運用を

想定し、出港タイミングや接近経路、作業継続時間といっ

た運用条件についての検討も進めています。 

 
図 1. 大型実験水槽での試験の様子 

図 2. 船底の付加装置による動揺特性変化の分析例 

次に、台風上空からのシーディング物質投入手段とし

て、大型輸送機等の航空機を用いた方法について検討を行

いました。想定される機体性能を基に、投入可能量、航続

距離、運用形態について整理し、広域かつ迅速な介入が可

能であることを確認しています。また、台風内部に航空機

を進入させた場合の機体挙動について、シミュレーション

により検討を行い、強風場における飛行特性や制御に関す

る基礎的な知見を得ています（図 3）。さらに、台風周辺

の風速分布の影響を考慮し、介入位置やシーディング物質

の投入タイミングに関する検討も進めています。

 
図 3. 台風内部に航空機を進入させた際の機体挙動の例 

さらに、これらの手法を実際に適用する際には、シーデ

ィング物質をどの程度輸送し、どのように台風内部へ投入

するかが重要となります。このため、船舶および航空機そ

れぞれについて、輸送能力や噴射装置の構成、ならびに必

要となるコストの試算を行っています。加えて、噴射装置

について検討を行い、適用範囲や技術的課題を整理してい

ます。 

その他、台風への摩擦増加や海水散布、熱環境制御、海

面からの蒸発抑制について、実施を想定した場合に必要な

技術成熟度の評価と費用を試算しています。 

３．今後の展開 

これまでに検討してきた各種介入手法について、引き続

き実現に向けた検討を進めていきます。特に、クラウドシ

ーディングの実施を念頭に、船舶および航空機を用いた手

法の具体化や適用条件の整理を行います。また、気象学的

アプローチとの連携を通じて、実際の台風条件に基づいた

介入の成立性について検討を進めるとともに、新たな手法

についても幅広く検討を行っていきます。 
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安全で豊かな社会を目指す台風制御研究 

研究開発項目 

３．台風制御の影響評価 

 

２０２５年度までの進捗状況 

１．概要 

台風制御によって生じる影響には、気候的影響と被害軽

減の影響があります。台風制御の社会的および経済的な受

容性を評価するためには、両者の影響を計量化する必要が

あります（図 1）。 

影響評価では、台風制御を行うことによる環境場・社会

へのサイドエフェクトが微小であることを示す必要があり

ます。影響評価グループ

では、これら気候環境場

と台風に関連する風水

害である強風、内水氾

濫、外水（河川）氾濫、

沿岸浸水についての被

害を総合的に評価可能

な統合的風水害被害評

価モデルを開発し、台風

制御による経済被害を

推計しています。また、

台風制御が中長期的な

社会経済活動へ与える影響の分析も実施しています。 

２．これまでの主な成果 

気候学的影響については、台風の減勢による周辺環境場

への影響をより定量的に調べました。4 つの台風事例につ

いて、再現実験と 1～15 hPaの介入模擬実験を行い、周辺

環境場の影響を見積もりました。その結果、いずれの台風

事例においても、台風の中心気圧を変化させた場合の変化

量は介入後 5～6 日の間、極めて小さく、人的な介入として

想定される範囲の台風強度変化に対しては、どの事例にお

いても有意な広域場への影響はないことが示唆されました。 

風災について、都道府県レベルの広域リスク評価モデル

に「地域係数」を導入することで、地域ごとの特性を反映

させるモデルに高度化しました。風速を±5%、10%変化させ

たときの建物被害棟数と被害額への影響を調べ、わずか 5%

風速を増加/減少させることで、建物被害棟数と被害額が概

ね 2 倍/半分となることを確認しました。 

河川水災について、気象水文被害連成予測システムの開

発を進め、特定の台風に対して人為介入を行った場合の洪

水浸水面積推計を実施しました。図 2 はその一例であり、

気象学的研究から Hagibis の経路を変化させたアンサンブ

ル実験結果（TPES）の各メンバーについて浸水被害額に対

する影響を推計しました。降水量を 50%減少させると浸水

面積がゼロになることを推計しました。 

高潮災害について、高潮の大規模浸水による被害額を推

計可能とするため、東京湾を対象に津波浸水計算モデルの

高度化と被害額推計のフレームワーク構築を行いました。

2019 年台風 19 号 Hagibis を対象に計算を行い、直接被害

額を推計しました。続いて、仮想的に Hagibis の中心気圧

を変化させ、台風強度の変化と高潮偏差、浸水範囲、直接

被害額の関係を求めました。図 3 はその結果であり、30%の

最低中心気圧の正負の変化は、約 70%の被害額の増減にな

ることを明らかにしました。また、浸水特性に依存する高

潮偏差と被害額が非線形の関係を持つことを明らかにしま

した。 

また、台風制御が社会経済活動へ与える影響の分析を行

いました。特に今年度は、江東 5 区の住民を対象に、アン

ケート調査を行いました。その結果、首都圏大規模水害の

特殊性を理解し、的確な避難行動をとることができると考

えられる住民は極めて少数であることが確認されました。 

３．今後の展開 

被害推計のための各種風水害モデルの高度化・広域化と

統合化を進めます。気象制御グループの成果をもとに台風

制御効果の被害額への影響を計量します。さらに、地方自

治体へのヒアリング、研究者とのミーティングにより、台

風制御による社会影響についてより広範囲に調査します。 

 

図 1．影響評価グループの構成 
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図 2．台風経路アンサンブルデータ（TPES）をもとにし

た経路毎の洪水被害額の変化（2019 年第 19 号） 
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図 3．台風の強度変化が高潮浸水被害額に与える影響 

（2019 年第 19 号） 
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安全で豊かな社会を目指す台風制御研究 

研究開発項目 

４．台風制御に関わる ELSI の分析と検討 

２０２５年度までの進捗状況 

１．概要 

台風制御技術には、実際の台風の勢力を弱めることで、

防災、減災等の社会的に意義のある結果をもたらすこと

が期待されます（これを「社会実装」といいます）。伊

勢湾台風を契機に制定された災害対策基本法（昭和 36

年法 223 号）にも、台風に対する人為的調節の防災分野

での活用可能性が明記されています（8 条 2 項 9 号）。 

その一方で、台風制御を含む気象改変技術の多くは、

これによって利益を享受する者（受益者）以外の第三者

に負の影響（損失）をもたらす可能性があります。たと

えば、雨量を調節することで河川 A の氾濫を防ぐことが

できたとしても、別の地域 B に雨が降り、結果として土

砂災害が発生することが予測されるとき、台風制御技術

を発動することは、倫理的に許されるのでしょうか。ま

た、制御を行おうとした結果、予測を超えて第三者に負

の影響が生じてしまった場合（つまり、「制御」に失敗

した場合）、この損失は誰がどのように負担すべきなの

でしょうか。 

本研究開発グループは、台風制御技術の社会実装がも

たらす倫理的（Ethical）・法的（Legal）・社会的（Social）

な諸影響（Implications）につき、人文・社会科学系研

究者を中心に多角的な観点から分析しています。また、

目標８および研究全体のハブとして各グループ間の情

報共有、用語法などの統一、課題の共有等の役割も担っ

ています。 

２．２０２５年度までの成果 

2025 年度は、4 年目のマイルストーンとして設定し

た次の 3 つの課題に取り組みました。課題①では、目

標 8 全体を横断する ELSI 基盤ユニットと協力し、気象

制御の小規模屋外実験の実施に係る自主規制文書案を

作成することを目指しました。まず、2024 年度までの

成果として、気象制御研究における倫理原則および実

証実験ガイドラインの素案を作成しています。ELSI 基

盤ユニットでは、これらをたたき台に文書案について

の検討を深めてきました（基盤ユニットの活動には笹

岡 PI が参加しました）。2025 年度の基盤ユニットの成

果である「目標 8 における気象制御の研究開発に関す

る責任ある研究・イノベーションのための原則（暫定

案）」（2025 年 9 月公表。「MS8・RRI 原則」）は、本研究

課題における歴史研究、国際法・各国国内法の調査・

分析（図１）、社会調査、環境倫理等に関する基礎研究

を反映したものです。     

 
図 1 気象改変活動に関する各国の法規制の状況 

課題②では、クラウドシーディングによる台風制御

を想定した社会実装シナリオを完成させることを目標

としました。2025 年度は、実装段階でのシナリオ（航

空機等の機体の調達、GO/NO-GO 判断、成功・失敗の定

義、制御以外の機体の活用方法）を整理し、台風制御

の実装段階における検討事項を明らかにしました（図

２）。 

課題③は、台風制御に関わる理解増進や対話におい

て活用するため、2050 年段階における台風制御のオペ

レーションをイメージすることができるような動画を

制作することを目的とするものです。マイルストーン

②の成果のほか、目標８において台風制御プロジェク

トに参加する研究者の知見を総合して、2050 年段階の

台風制御オペレーションをアニメーション動画として

可視化しました（図３）。

 
図 2 クラウドシーディングを想定した実装シナリオ 

動画は、2026 年 6 月に開催される台風科学技術研究セ

ンター（TRC）のイベントにおいて公開する予定です。

 
図 3 台風制御に関するアニメーション動画 

３．今後の展開 

2026 年度は、引き続き自主規制文書の作成に貢献す

るとともに、国際的なルール形成に向けた作業に取り組

みます。 

①熱帯

低気圧

が台風

に発達

②強度・

風速・雨

量・進路

等の予測

③制御発動

を決定

④制御実施

⑤効果判定

GO/NO-GO 判断 

【「失敗」のシナリオ②】 

・意図しない効果が発生した 

（シミュレーションでは予測できなかった） 

・制御と因果関係のある損害が発生した 

オペレーションに関わる 

航空機および人員の配置 

©2026TRC 
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安全で豊かな社会を目指す台風制御研究 

研究開発項目 

５．数理研究 

２０２５年度までの進捗状況 

１．概要 

本研究開発項目は、理論や数値モデルに基づいて、台風

制御にとって最適な介入のタイミングと場所を特定するこ

とを主な目的としています。 

その方法として、数理科学分野の最新の知見を導入する

ことにより、小さな外力（摂動）で大きな変化をもたらす

数理構造を明らかにするアプローチ、現実的な物理モデル

に対応する随伴方程式を用いて大きな物理量を過去に遡っ

て割り出すアプローチ、あるいは、小さなスケールの介入

が情報としてどこまで残るのかといったことに関する研究

を行っています。また、数理科学の先端的な知見を活かし、

積極的に他の研究開発項目との連携も行っています。 

これまで、非線形的に大きな変化をもたらす小さな外力

の研究、現実的な台風の強度に影響を及ぼす領域の特定、

外力の影響が残る時間スケールの調査が進んできました。 

２．これまでの主な成果 

 数理研究は(1)随伴演算子の高度な活用法に基づく制御

に最適な摂動の導出、(2)小さな入力で大きな制御効果をも

たらす数理構造の解明、(3)階層間相互作用に基づく大域運

動の制御可能性という 3 つの研究開発課題からなります。 

(1)では、現実的なモデルを用いた台風への応用を重視し

た最適化の研究を行っています。この中では、台風強度や

レインバンドに伴う降水量といったターゲットを決め、そ

れに対して影響の大きな物理量を探索しています。2025 年

度には、航空機や船舶からのシーディングを想定して、台

風弱体化に資する相変化をどこで起こせばよいか、という

最適化問題の解析を行いました。その結果、台風の壁雲の

外側の一部の領域で水蒸気を雲や雨に変えることで、2-3

日先の台風を弱体化させられることが分かりました。さら

に、やや大きな有限エネルギーで介入を図る場合には非線

形最適撹乱を解析することにより、より効率的に対流活動

に影響を与えられることも明らかとなりました。これは、

(1)の基礎研究から得られた成果とも整合的です。 

(2)では、数理科学の最先端の知見を簡単なシステムに適

用し、わずかな外力が有限時間後に大きな変化をもたらす

仕組みや望ましい状態にどのように到達させるかという観

点での基礎研究を行っています。2025 年度は、対流を模し

た数理モデルを用いて、「目標とする状態に最も効率よく近

づく摂動」の性質を調べました。その結果、摂動の大きさ

を増やしていくと、その最適な空間パターンが、単純で秩

序だった構造から、複雑で入り組んだ構造へと自発的に変

化することを発見しました(図 1)。この変化は、系の線形

的な振る舞いが支配的な領域から、非線形性が本質的な役

割を果たす領域への移行として理解できることを明らかに

しました。この知見は、単なる成長最大化ではなく、「安全

に望ましい状態へ導くための介入設計」に向けた新しい理

論的基盤を与えるものです(図 2)。 

(3)では、気象学的アプローチで得られた全球非静力学モ

デルによる台風の数値実験データを解析しました。介入に

よる影響は、本解析条件では台風周辺（1～2 日以内）、総

観規模の波列（3～6 日）、偏西風帯に沿った波動（＞7 日）

と段階的に変化していくものの、介入度合いに比例する有

意な変化は 6 日頃までであるということが分かりました。

さらに、実験データを DMD 解析と呼ばれる手法で定量化し

た結果、総観規模の波列に対応する気圧パターンの時間変

化モードには、介入量と振幅に線形的な関係があることを

確認しました(図 2)。大規模大気場はカオス的ですが、特

定のモードに着目すると、介入による影響はある時間スケ

ールで減衰するということができます。 

３．今後の展開 

 先端的な数理科学の知見に基づいて、従来手法より大き

な変化をもたらす摂動が解析できるようになり、その理解

が深まってきました。また、現実的な気象学データの結果

の解析なども進んでいます。今後は、数理研究の成果を台

風制御に有効に活かしていくため、他の研究開発項目との

連携を更に深め、高解像度化や適切な縮約、新しい計算手

法の導入にも取り組んでいきます。 

 
図 1. 介入可能最大量に対するターゲット時間後の残存流量 

 

 
図 2. 介入強度と各モードのエネルギー 


